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 2. 市民等の移動実態及びニーズ把握 

 2-1 市民アンケート調査（概要） 

 2-1-1  調査目的・調査概要 

(1) 調査目的 

バスサービス改善のための基礎データとして、市民のバス利用の実態や、公共交通に関

する取組の優先度を、年齢層別に把握することを目的として、市民アンケート調査を実施

した。 

 

(2) 調査概要 

市民アンケートの調査概要は以下の通りである。 

 

表 2-1 調査概要 

調査期間 平成 29 年 7 月 27 日（木）～平成 29 年 8 月 10 日（木） 

調査対象者 15 歳以上の市内居住者（住民基本台帳から抽出） 

配布数 
15～64 歳：1,600 人 

65 歳以上：1,100 人 

回収数 

（8 月 28 日時点） 

15～64 歳：416 人（回収率 26.0%） 

65 歳以上：435 人（回収率 39.5%） 

年齢無回答：13 人 

合計：864 人（回収率 32.0%） 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査内容 
個人属性、路線バス利用実態、公共交通に関する取組の優先度、自

由回答 
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図 2-1 調査票（表） 
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図 2-2 調査票（裏） 
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図 2-3 取組の内容（依頼文裏面）  
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 2-1-2  市民アンケートの結果 

(1) 回答者の属性 

 回答者の属性は、女性が 56%、男性が 44%で、64 歳以下が 48%、65 歳以上が 50%とな

っている。職業は主に、主婦・主夫（24%）、無職（23％）、会社員（22%）である。 

 

 

図 2-4 回答者の職業構成 

 

(2) バスの利用状況 

 バス利用者は、女性・65 歳以上が比較的多いが、65 歳以上も含めて多くの方がバスを

利用していない。 

 

 

図 2-5 性別・年齢別のバス利用状況  
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(3) 公共交通に関する取組の優先度 

 公共交通に関する取組で、年齢、バスの利用の有無を問わず全ての層から優先して実

施すべきと考えられている施策は、「取組①：軸となるバス路線の明確化」「取組②：

公共交通の利用が不便な地域の解消」「取組③：駅や主要バス停の乗り換えを円滑に」

「取組④：バリアフリー化」である。 

 

※数値は優先度「1」と優先度「2」の回答率の合計 

 

図 2-6 公共交通に関する取組の優先度（年齢層別・バス利用有無別の比較）  
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(4) 市民アンケート結果まとめ 

 公共交通に関する取組で、年齢、バスの利用の有無を問わず全ての層から優先して実

施すべきと考えられている施策は、「取組①：軸となるバス路線の明確化」「取組②：

公共交通の利用が不便な地域の解消」「取組③：駅や主要バス停の乗り換えを円滑に」

「取組④：バリアフリー化」である。 

 

⇒市民の意識として、幹線バス路線の明確化、公共交通不便地域の解消、鉄道駅や主要バ

ス停における結節強化、バリアフリー化の 4 つの施策は優先して進めるべきだと考えら

れており、これらの施策を重点的に進めることが期待されている。 

 

 

 

 


